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令和６年

第１回市議会定例会 議案第２４号

令和５(2023)年度函館市交通事業会計補正予算（第４号）

第１条 令和５(2023)年度函館市交通事業会計補正予算（第４号）は，次に定め

るところによる。

第２条 令和５(2023)年度函館市交通事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条中「4,746,370人」を「5,052,950人」に，「12,968人」を「13,806人」に

改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （ 計 ）

収 入

第１款 軌道事業収益 1,345,072千円 63,039千円 1,408,111千円

第１項 営 業 収 益 906,037千円 69,341千円 975,378千円

第２項 営 業 外 収 益 439,035千円 △ 6,302千円 432,733千円

支 出

第１款 軌道事業費用 1,558,107千円 △ 180千円 1,557,927千円

第１項 営 業 費 用 1,548,086千円 △ 180千円 1,547,906千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「86,060千円」を「131,596千円」に,「及び過

年度分損益勘定留保資金37,507千円」を「，過年度分損益勘定留保資金37,507

千円及び当年度分損益勘定留保資金45,536千円」に改める。

第５条 予算第８条中「654,700千円」を「654,520千円」に改める。

令和６年２月２２日提出

函館市長 大 泉 潤
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令 和 ５ 年 度 函 館 市 交 通 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 軌道事業収益 1,345,072 63,039 1,408,111

1 営 業 収 益 906,037 69,341 975,378

定期外旅客運賃「756,118千円」を「830,259千円」に，定期
1 運 輸 収 益 854,701 69,341 924,042

旅客運賃「98,583千円」を「93,783千円」に改める。

2 営 業 外 収 益 439,035 △ 6,302 432,733

消 費 税 及 び 消費税及び地方消費税還付金「7,593千円」を「1,291千円」
4 7,593 △ 6,302 1,291
地方消費税還付金 に改める。

支 出

予 定 額
款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 軌道事業費用 1,558,107 △ 180 1,557,927

1 営 業 費 用 1,548,086 △ 180 1,547,906

6 一 般 管 理 費 150,330 △ 180 150,150 退職給付費を補正



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 198,369

減価償却費 282,255

固定資産除却費 14,332

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,304

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,174

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 515

長期前受金戻入額 △ 64,987

支払利息 6,020

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,000

その他特別損失 1,000

小計 55,244

利息の支払額 △ 6,020

その他特別損失 △ 1,000

未払消費税等の増減額 34,635

業務活動によるキャッシュ・フロー 82,859

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 589,813

無形固定資産の取得による支出 △ 156

国庫補助金等による収入 43,403

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 12,458

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 534,108

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 125,000

一時借入金の返済による支出 △ 125,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 529,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 178,523

財務活動によるキャッシュ・フロー 351,377

　　資金増加額（又は減少額） △ 99,872

　　資金期首残高 155,627

　　資金期末残高 55,755

令和５年度函館市交通事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

－3－



１　総　　　括

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳 比 較

補 正 前 346 864 3,399 4,609 
補 正 後 346 864 3,399 4,609 4,609 

4,609 

区 分
通勤手当

時 間 外
期末手当 小　計 退職手当 合　計

勤務手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

比 較

補 正 前
9

16,467 4,609 21,076 3,750 24,826 

補 正 後
9

16,467 4,609 21,076 3,750 24,826 

計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 180 △ 180 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬

比 較

給　　料 手 当 等

補 正 前 3,480 8,126 8,168 2,808 7,254 46,439 
7,254 46,439 補 正 後

（千円） （千円）

1,241 63,270 52,686 193,472 34,700 228,172 
34,520 227,992 1,241 63,270 52,686 193,472 

夜間勤務
期末手当

3,480 8,126 8,168 2,808 
（千円） （千円） （千円）

区 分
管 理 職

扶養手当

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤勉手当 小　　計 退職手当 合　　　計
手  　当 手  　当 勤務手当 手 当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

比 較 △ 180 △ 180 △ 180 

補 正 前
1

548 292,362 228,172 521,082 105,912 626,994 
83

補 正 後
1

548 292,362 227,992 520,902 105,912 626,814 
83

計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 180 △ 180 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬

比 較

給　　料 手 当 等

補 正 前 3,480 8,126 8,168 3,154 7,254 47,303 
7,254 47,303 補 正 後

（千円） （千円）

1,241 66,669 52,686 198,081 34,700 232,781 
34,520 232,601 1,241 66,669 52,686 198,081 

夜間勤務
期末手当

3,480 8,126 8,168 3,154 
（千円） （千円） （千円）

区 分
管 理 職

扶養手当

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

勤勉手当 小　　計 退職手当 合　　　計
手  　当 手  　当 勤務手当 手 当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

比 較 △ 180 △ 180 △ 180 

補 正 前
10

548 308,829 232,781 542,158 109,662 651,820 
83

補 正 後
10

548 308,829 232,601 541,978 109,662 651,640 
83

手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料

（千円） （千円）
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２　給料及び手当等の増減額の明細

退職手当の増減分手　当　等 △ 180  △ 180 
職員の変動及びその他
の減

区　　　分
増　 減 　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　明 備 考
（千円） （千円）
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令和５年度函館市交通事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和6年3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

軌 道 事 業 運 送 施 設
(1) 9,749,166

有 形 固 定 資 産
千円

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,406,068 3,343,098

(2) 無 形 固 定 資 産 142

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 242

投資その他の資産合計 242

千円

固 定 資 産 合 計 3,343,482

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 55,755

(2) 未 収 金 130,031

(3) 商 品 2,548

(4) 貯 蔵 品 121,836

流 動 資 産 合 計 310,170

資 産 合 計 3,653,652

負 債 の 部
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3 固 定 負 債

千円

(1) 企 業 債 2,605,009

(2) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 544,548

引 当 金 合 計 544,548

千円

固 定 負 債 合 計 3,149,557

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 203,792

(2) 未 払 金 294,492

(3) 前 受 収 益 8,030

(4) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 40,134

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 8,399

引 当 金 合 計 48,533

(5) そ の 他 流 動 負 債 10,250

流 動 負 債 合 計 565,097

5 繰 延 収 益

長 期 前 受 金 2,968,686

収 益 化 累 計 額 △ 2,389,222
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千円

繰 延 収 益 合 計 579,464

負 債 合 計 4,294,118

資 本 の 部

6 資 本 金 382,657

7 剰 余 金

(1) 欠 損 金

千円

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,023,123

千円

欠 損 金 合 計 1,023,123

剰 余 金 合 計 △ 1,023,123

資 本 合 計 △ 640,466

負 債 資 本 合 計 3,653,652



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　たな卸資産の評価基準および評価方法

(1)  商　品　　　先入先出法に基づく原価法によっている。

(2)  貯蔵品　　　先入先出法に基づく原価法によっている。

2 　固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産

 　減価償却の方法　　　定率法によっている。ただし，平成10年4月1日以降に取得した建物につい

 　　　　　　　　　　　ては定額法によっている。また，取替資産については取替法によっている。

 　主な耐用年数　　　　線路設備　　　８～60年

 　　　　　　　　　　　車両　　　　　５～13年

 　　　　　　　　　　　機械及び装置　10～20年

3 　引当金の計上方法

(1)  退職給付引当金

　  職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

 　計上している。

(2)  賞与引当金および法定福利費引当金

　  職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

 　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

   ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

個　別　注　記　表
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2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内 　 　422千円

　　１年超　　    617千円

　　　合計　　  1,039千円

Ⅲ その他の注記

1 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として22,216千円を支給するため，退職給付引当金22,216千円を使用す

る。

2 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として46,844千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金46,844千円を使用する。
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